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１．はじめに
過去の台風による強風被害に比べて、近年の台風被害

の特徴は、人的被害が減少し構造物等の損害が増大して
いると言われている。人的被害が減少したのは主に気象
観測と情報伝達の技術が進歩したことによる。構造物の
損害の増大は、損害保険の支払額が増加していることか
らの結論であるが、過去の台風被害は損害額が不明であ
るので、比較は充分でない。過去の統計から家屋の被害
数を比較すると、近年における家屋の被害数は明らかに
減少している。被害数の減少は、建築技術の進歩と、過
去に襲来した規模の巨大台風が近年にはわが国を襲って
いない事実の二面から概して説明できよう。したがって、
建築技術の進歩によって建築物の強風被害は減ったが、
最大級ではない次級の台風によって被害額が増大してい
ると言える。このことは将来最大級の台風が襲来した際
の被害額は膨大なものになる恐れを示唆している。
本稿では、過去の台風被害を振り返り、近年の台風被

害のレビューを通して、（近い）将来襲来すると想定さ
れる巨大台風による被害を最小限に食い止めるための防
災力を一層高める必要性について述べる。

２．過去の台風被害
2．1 過去に甚大な被害をもたらした台風
本稿の主題の一つは、台風被害は過去のもので現在で

は技術的に解決された問題としてよいかという問い掛け
である。そこで、過去に甚大な被害をもたらした台風を
振り返ることは意義のあることであろう。顕著な被害を

もたらした台風の記録を以下に列記する。なお、気象庁
の公式の統計は1951年に始まっているので、室戸台風と
枕崎台風の記録は参考である。
（1）室戸台風

室戸台風は1934年（昭和9年）9月20日、室戸岬に上陸し
た。上陸時の最低中心気圧は世界気象観測史上始めて最
低の911.6 hPa（mb）を記録した。室戸台風による死者・
行方不明者は3,036人、負傷者1万5千人以上、倒壊家屋
92,740戸、浸水家屋401,157戸、船舶の損壊27,594隻であ
った。室戸台風で四天王寺の五重塔が倒壊した（写真-1）。

（2）枕崎台風

室戸台風から11年後の1945年（昭和20年）9月17日、
鹿児島県枕崎に上陸した台風は室戸台風に次ぐ最低気圧
916.3hPaを記録した巨大台風であった。これより後、現
在に至るまで920 hPaを下回る巨大台風は上陸していな
い。昭和20年はわが国の歴史で忘れてはならない太平洋
戦争が終戦した年で、枕崎台風の上陸は終戦日からほぼ
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写真-1 倒壊した大阪四天王寺の五重塔（毎日新聞社提供）
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1ヵ月後のことであった。原爆が投下された広島市内は
追い討ちを掛けるような枕崎台風の惨事に見舞われた。
全国の被害は死者・行方不明者3,756人、倒壊家屋89,839

戸、浸水家屋27,388戸に達している。
（3）キャサリン台風

キャサリン台風は1947年（昭和22年）9月8日、マリア
ナ諸島海上で発生し、紀伊半島沖から房総半島をかすめ
て三陸沖に抜けた台風であった。この台風は最低気圧
986hPaの弱い台風であったが、活発な秋雨前線を伴い各
所で洪水を発生させた。死者・行方不明者1,930人、倒壊
家屋9,298戸、浸水家屋841,743戸、罹災者1,642,571人と驚
くべき数値が記録されている。なお、この年から昭和28

年まで台風に年ごとに“A”から始まるアメリカ婦人の名
前が付けられた。
（4）洞爺丸台風

1954年（昭和29年）9月26日、この年の台風22号は鹿
児島県に上陸し、日本海に抜け、夜半に北海道西方海上
に到達した。このとき海上での中心気圧は956hPaで台風
は強い勢力を維持していた。函館港で風雨の状況を観察
していた青函連絡船「洞爺丸」は、4時間遅れで函館港
を出港したが、港から出たとたん強風と高波を受け、約
20分後に航行不可能になり、4時間後に沈没し、乗客
1,337人中1,139人が死亡した。船長は函館が台風の目の中
にいたにも拘わらず、台風が通り過ぎたと勘違いしたの
であった。洞爺丸台風は日本海に入ってから急激に速度
を速めたが、気象衛星はおろか気象レーダーすら無かっ
た当時、このような状況の変化を知る方法は無かった。
洞爺丸の沈没は、戦争による沈没を除けば、1912年のタ
イタニック号沈没による1,513人の犠牲、1865年のサルタ
ナ号火災による1,450人の犠牲に次ぐ世界第3番目の海難
事故として知られる。東北地方では大火も発生し、洞爺
丸台風による被害は、死者・行方不明者1,761人、住家の
全半壊207,542戸、船舶被害5,581隻であった。
（5）狩野川台風

1958年（昭和33年）9月26日、台風22号が伊豆半島か
ら関東地方を直撃した。海上での中心気圧は877hPaに達
し戦後最低の気圧を記録した。海上での最大風速は
75m/sに達したが、この台風で被害を受けたのは強風よ
りもむしろ豪雨によってであった。伊豆半島湯ヶ島で24

時間雨量694mmを記録し、河川が氾濫して被害が拡大し
た。死者・行方不明者1,269人、倒壊家屋16,743戸、浸水
家屋521,715戸が報告されている。

（6）伊勢湾台風

1959年（昭和34年）9月26日、台風15号が潮岬に上陸
した。台風進路の右側にあたる知多湾、三河湾、伊勢湾
では南寄りの暴風が吹き、吹き寄せと吸い上げ効果で高
潮が発生した。上陸時の中心最低気圧は929hPaで、最大
の波の高さは10mに達したというから、津波のような破
壊力を持っていたと思われる。吸い上げ効果は中心気圧
が1hPa下がると水位が1cm上がるので、920hPaの台風
が上陸するとそれだけで潮位は約80cm上昇する。吹き寄
せ効果は台風の強い風が岸に向かって吹くときに海水が
岸に打ち寄せられ海面がさらに上昇する効果で、波の高
さは風速の2乗に比例すると言われている。強風と高潮
によって過去最悪の死者・行方不明者5,098人の被害が出
た。負傷者38,921人、家屋の損壊833,965戸、浸水家屋
363,611戸、船舶損壊7,576隻という記録が残っている。
（7）第2室戸台風

1961年（昭和36年）9月16日、室戸岬に上陸した台風
は、室戸岬で最低中心気圧925hPa、最大風速66.7m/s、
最大瞬間風速84.5m/sを記録した猛烈な強さの台風であ
った。死者行方不明者8人、負傷者4,972人、住家全壊
15,238戸、半壊46,663戸、浸水家屋384,120戸を記録して
いる。台風の強さの割りに人的被害が少ないのは、この
ころから気象観測と予報の伝達によってほとんどの人が
事前に台風の経路を知るようになったことによると考え
られる。
2．2 人的被害

1951年から2004年までの台風による人的被害の推移を
図-1に示す。これには強風被害以外に洪水や高潮による
被害も含まれている。記録では、1959年の伊勢湾台風に
おける死者・行方不明者5,098人を最高として1950年～
1960年の10年間に多くの人的被害が発生したが、1960年
以降は500人規模の被害が最大であり、人的被害は劇的
に減少したと言える。近年では、2004年に観測史上最多
の10個の台風が上陸したが、それでも合計214人の死者
数であった。公式の統計以前であるが、1934年の室戸台
風で3,036人、1945年の枕崎台風で3,756人の人命が失われ
ている。これらの二つの台風は上陸台風の強さではわが
国で最大級の台風であった。

1960年以降の顕著な死者数の減少は1954年の洞爺丸台
風における「洞爺丸」の沈没事故で多くの犠牲者を出し
たことによる反省から、気象観測とメディアを通しての
情報伝達手段が急速に進んだ結果であると考えられる。
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今では死語になっているが、「一吹き千人」というのは1

回で千人規模の死者が発生した台風の脅威を表す言葉で
ある。当時は、気象観測が今ほど発達しておらず、台風
の強さや位置が正確にわからず、台風の進路予測も不十
分だったので、突然の強風に対して恐怖を抱いていたの
であろう。

気象観測技術の進歩とともに情報伝達手段の発達は被
害の低減に大きく貢献した。1925年にラジオ放送が開始
され、この年ラジオによる天気予報が開始されている。
室戸台風翌年の1935年には、室戸台風の被害を教訓とし
て暴風警報を暴風警報と気象特報（現在の注意報）の二
つに分けて発令することとした。1953年（洞爺丸台風の
1年前）にはテレビ放送が開始され、テレビによる天気
予報が放映された。1974年には地域気象観測システム
（AMeDAS）の運用が開始され、1977年には静止気象衛
星「ひまわり」打ち上げなどの気象観測網が整備され、
テレビ等のメディアも国民の間で普及して、現在では台
風の発生から消滅までの詳細な情報が逐次手に入る状況
となっている。
死者数が大幅に減少したことは喜ばしいことに違いな

いが、人命の損失はいくらであれば許されるかという問
題ではない。近年の台風による人的被害では不可抗力と
は言えない死亡原因が報告されている。例えば、屋根の
修理中に強風を受けて転落した老人、田圃の様子を見に
行って水路の水に流された男性、係留した船の様子を見
に行って高波に呑まれた男性、波しぶきを見に防波堤に
行って波にさらわれた若者、強風中を歩いていて飛来し
た木の枝の直撃を受けて死亡した婦人などがいた。これ
らの被害を受けた人々は危険に対する感覚が鈍くなって
いるのであろうか？台風の情報が詳細に報道されること
によって、未知の恐怖が払拭され、身に迫る危険までも
が克服されたかのような勘違いに陥ったとしか考えられ
ない。我々はこれらの無防備な人々に対して危険性につ

いての情報が適切ではなかった点を反省する必要がある
であろう。風に乗って20m/sの速度で飛んで来る枝を、
身をかわして避けることなど通常の人間にはできないこ
とを知らせる必要がある。1秒前には20m先にあった物が、
次の瞬間（1秒後）に目の前にあることを想像すれば、
それを避けることなどできないことは容易に理解できる
はずである。
これらの被害が発生するのは、台風の情報が不充分な

のではない。台風に対処する方法を知らせていないだけ
なのである。室内にいる人が外の様子を窺っていて飛来
物によって窓ガラスが割れ、頚動脈を切断した人もいた。
米国赤十字社は強風が近づくと窓に厚手のカーテンを引
き窓から離れて頑丈なソファの陰で身を低くするように
パンフレットを出しているのに、わが国ではそのような
防災情報は見たことがない。台風の構造を今以上に詳細
に分析してもこれらの被害は減らないであろう。適切な
防災情報が必要なのである。このまま無為に過ごして巨
大台風を迎えると「一吹き千人」の悪夢が再来するであ
ろう。
2．3 建築物の被害
統計にある過去の台風による建築物の被害を図-2に示
す。この図から、1950年代から1960年代初頭に掛けて多
くの台風被害があったが、1970年代から1980年代までの
20年間はほとんど被害がなかったことが分かる。台風は
活発な時期と不活発な時期があるとされており、わが国
に襲来する台風は活発期、不活発期に続いて1990年代か
ら再び活発期を迎えているのかもしれない。

1990年以前の台風による被害額は分からないが、近年
の自然災害による支払保険金については表-1に示すよう
な日本損害保険協会による統計がある。台風9119号によ
る支払保険金5,679億円を筆頭として、多くの台風によっ
て多額の保険金が支払われ、2004年に上陸した10個の台

図-1 過去の台風による死者・行方不明者（1951～2005年）

図-2 去の台風による建築物の被害（1951～2005年）
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風による支払保険金の合計は7,000億円を超えた。この統
計は火災保険、自動車保険、傷害保険等の合計で、すべ
ての被害額の合計を表していないことに注意する必要が
あるが、それでも充分大きい被害額である。表-1には台
風上陸時の中心気圧を併記した。これらの被害額の大き
い台風の上陸時の気圧は940hPa～965hPaで、室戸台風
や枕崎台風などの強さに比べるとかなり弱い台風であ
る。実際、最低基準として決められている建築基準法か
ら計算される設計風速よりも低い風速で被害が多く発生
している。
なお、1995年の阪神・淡路大震災時に支払われた保険

金は783億円、2004年の新潟県中越地震時に支払われた保
険金は140億円（この地震による死者は40名であるが、
同じ年の台風23号では死者94名）であるから、台風被害
が如何に大きいかが分かる。余談であるが、本稿の読者
は台風被害を補償する保険契約を結ぶことをお勧めする。
統計的には将来に巨大台風が上陸するのはほぼ確実であ
るが、建築技術は最大級の台風に対して防御できるほど
完成されていないと思われる（後述するように、強風被害
の過半を占める飛散物に対する防御がなされていない）。
多くの保険免責額は20万円であるが、これを超える被害
が最大級でない次級の台風で多く発生しているのである。

３．台風の強さ
これまでに観測された最大風速を表-2に、最大瞬間風

速を表-3にそれぞれ示す。ここで、最大風速は10分間の
平均風速の最大値を意味し、最大瞬間風速は2,3秒間の平
均風速の最大値を意味する。風速値は岬や島嶼で記録さ
れており、地形の影響を強く受けていることが分かる。
建築基準法では、各所で観察された最大風速を統計的に
処理し、地表面の状態なども考慮した基準風速が50年再
現期待値として表現されている。表-2は統計処理される

前の個々の観測高さで記録された値であるが、過去に
60m/s以上の風速が記録されていることを認識しておく
必要があるであろう。たかだか数十年前に記録された風
速の風が今後は発生しないと考える人はいないであろ
う。地球の温暖化の影響による台風の多発を予測する研
究者もいるが、温暖化が問題になる以前に巨大台風は襲
来している。

表-4はハリケーンの強さを示すSaffir-Simpsonハリケ
ーン・スケールである。このスケールには3つの指標が
あるが、高潮の上昇水位は地形によって変化が大きいの
で参考値とされている。風速は1分間平均風速で表され
ており、わが国で用いられている10分間平均風速と異な
る。また、風速は、とくにわが国では急峻な地形の影響
を強く受けることから、上陸時の中心気圧を指標として
過去の上陸台風をSaffir-Simpsonハリケーン・スケール
に当てはめ、図-3に上陸地点における台風の強さの分布
を示した。上陸台風は当然ながら太平洋岸、とくに西日
本に多いことが分かる。
表-5は歴代の台風上陸時の中心気圧とカテゴリー分類

表-1 過去高額自然災害支払保険金（日本損害保険協会調べ）

表-2 最大風速の歴代記録

表-3 最大瞬間風速の歴代記録
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を示したものである。記憶に新しい台風9313号と台風
9119号はカテゴリー4、台風0418号はカテゴリー3である。
一方、室戸台風と枕崎台風はカテゴリー5に属している。
USAではカテゴリー5の上陸ハリケーンは1969年の
Camilleと1992年のAndrewの2つである。ハリケーン
Camilleは256人の死者と$1,421 billionの被害を、ハリケ
ーンAndrewは23人の死者と$26.5 billionの被害をもたら
した。わが国とUSAでは、被害額を単純に比較できない
が、ほぼ同じ規模のハリケーンと台風が襲来していると
言えよう。

表-4 Saffir-Simpsonのハリケーン･スケール

図-3 上陸台風のカテゴリー
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1934年の室戸台風と1945年の枕崎台風は、1951年から
始められた気象庁の統計以前の台風であるが、カテゴリ
ー5に分類される920hPaを下回る猛烈な強さを保持して
上陸した。これに比べて、近年の甚大な被害をもたらし
た台風9119号はカテゴリー４の940hPa、台風0418号はカ
テゴリー3の945hPaで上陸している。
ここで重要なことはカテゴリー5級の巨大台風が過去
に二度わが国を襲った事実である。それは今より60年か
ら70年ほど前のことである。現在の建築物の耐風設計に
は、基準風速として50年再現期待値が便宜上用いられて
いるが、50年再現期待風速はカテゴリー5級の巨大台風
に伴う風速より小さいことを認識しておく必要がある。
日本の台風とUSAのハリケーンの上陸時のスケールの

比較を表-6に示す。日本の台風の方が上陸個数は多い。
統計年数はほぼ同じであり、日本に台風が上陸する単位
面積当りの率は高いと言えよう。正式の統計年間ではカ

テゴリー5の台風はわが国に上陸していないが、今後巨
大台風が上陸する確率は低くないと考えられる。

４．近年の台風被害の特徴
2004年には観測史上最多の10個の台風が上陸し、各地
で甚大な被害をもたらした。これらの被害の詳細につい
ては既に報告している1）, 2）ので、ここではそれらの被害
の特徴についてのみ述べる。
写真-2は台風0406号の強風によって吹き飛ばされ、約

30m離れた新幹線の架線に掛かった滋賀県近江八幡市の
ホテルの屋根である。屋根と言っても法規上は屋根ふき
材に属する。この屋根は既存屋根の改修のために既存屋
根を覆ったものであり、構造骨組としての屋根は存在し
ている。吹き飛ばされた屋根は幅9m×長さ41mの最大級
の飛散物である。重さは約7トンであるが、耐風工学的
には決して重量物とは言えなく、むしろ極めて軽量の外
装材である。この屋根の単位面積当りの重量は20kg/m2

未満しかなく、低層住宅においてさえ屋根の設計風荷重
は1,000N/m2（100kgf/m2）を超えるので、この屋根の重量
は設計風荷重の1/5未満の重量しか有しない。当然なが
ら風荷重に対して重量で抵抗することはできず、強固な
固定が必要であるが、写真に示すような貧弱な固定金物
で、わずかばかり留められているだけであった。結果的
に平均風速約十数m/sで飛散したと考えられる。
この被害は外装材に作用する風荷重（負圧）の大きさ

に対して無知であることが最大の原因であると思われ
る。規基準を用いて風荷重を適切に設定し、それに対し

写真-2 飛散したホテルの屋根（円内は貧弱な固定金具）
読売新聞社提供

表-5 上陸時の歴代中心気圧

表-6 上陸した台風およびハリケーンについてのSaffir-Simpson

スケールのカテゴリー別個数
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て充分な強度を有する固定方法を考えればこの種の被害
は発生しないと思われる。固定金物の施工に設計基準が
活かされないことがあったとしても、風荷重を想定でき
ればこれ程貧弱な固定方法は用いないと思われる。屋根
に作用する最低風荷重が、例えば1000N/m2程度であるこ
とが想像できれば、施工者はそれなりに固定方法を考え
るはずである。
実際、風荷重に対する無知や無関心は多く存在する。

固定されていない空調屋外機や物置は至る所に存在す
る。それらがすべて被害を受けるものではないが、巨大
台風が襲来すると多くの被害が発生することは避けられ
ない。写真-3は台風0613号の強風で吹き飛ばされ、隣家
の屋根に転がった石垣島の簡易なプレハブ建物である。
毎年のように台風の襲来を受ける南西諸島にあっても固
定がなされていない家屋や物置がある。1970年代以降顕
著な被害を被っていない都市部を巨大台風が襲うと目を
覆いたくなるような惨状が発生するであろう。

風荷重が考慮されていないもう一つの例に寒冷地にお
ける置き屋根がある。置き屋根は、コンクリートの凍害
を防ぐ目的でコンクリートスラブの上に置かれる屋根で
ある。寒冷地では鉛直下向きの雪荷重が支配的な荷重で
あるが、鉛直上向きに作用する屋根の風荷重については
配慮が欠けることがある。強風の主要因は冬季の季節風
であり、その場合にも多くは雪荷重が存在するので、屋
根に上向きの荷重が作用することは少ない。しかし、台
風が日本海側を通過すると東北・北海道地方にも強風が
発生する。写真-4は台風0418号が北海道に接近した時の
置き屋根の飛散被害である。飛散した折板屋根の端部に
変形が無く、風荷重に対してほとんど抵抗しなかったこ

とを示している。
台風の強風による多くの被害は設計風速に至らない風

速で発生している。このことは、風荷重を受ける外装材
や部材に問題があったことを示唆している。写真-5は台
風0416号と台風0418号の二つの台風で断熱二重折板が剥
離した兵庫県のSPring8の被害である。この被害につい
ては調査委員会が設けられ、日射を受ける上折板の熱伸
縮によって固定金具に繰り返し応力が発生し、強風を受
ける前に固定金具が金属疲労していたことが被害の原因
であることが分かった。二重折板は上折板と下折板の間
に断熱材が挟まれており、温度差ができるので、両者の
伸縮量が異なる。その熱伸縮の差を力として受け持つ金
具には過大な応力が生じ、この場合にはいわゆる高スト
レス低サイクル疲労が発生する恐れがある。
断熱二重折板では、上折板の熱伸縮を固定金具部分で

写真-3 プレハブ建物の被害（石垣市提供）

写真-4 置き屋根の被害（江別市提供）

写真-5 断熱二重折板の被害（読売新聞社提供）

挿入写真は
金属疲労に
より既に破
断していた
固定金具の
ボルト
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スライドさせることで過大な応力が発生しないように工
夫された工法がある。SPring8に採用された工法もスラ
イド機構を有していたが、それが有効に働くかどうかが
確認されていなかったことに問題がある。熱伸縮に対す
るスライド機構の有効性の確認方法は、現在、当財団、
独立行政法人建築研究所および日本金属屋根協会の3社
で共同開発中である。
屋根ふき材の熱伸縮の影響は断熱二重折板にだけ生じ

るものではない。シングル折板や平ふき金属板にも現れ
る恐れがある。写真-6は2004年に三度も強風被害を受け
た香川県東かがわ市の大川体育館である。この屋根ふき
材はALC版下地上の金属板瓦棒ふきであるが、ALC版に
固定されたアルミニウム製ヒッターネイルに屋根ふき材
の熱伸縮によって金属疲労が発生していたことが原因で
あると考えられている。写真-7は台風0418号の強風によ
り竣工1年足らずで屋根ふき材の約半分が脱落した山口
情報芸術センターの被害である。この被害の原因は特定
されなかったが、金属板の熱伸縮の影響もあると考えら
れる。

日射による熱の影響では、固定金具の金属疲労の他に、
機械固定式防水シートの接着剤の剥離による被害があっ
た。写真-8は台風0418号の強風による大牟田市にある工
場の防水シートが剥離して室内に漏水を生じた被害であ
る。この接着の健全な部分を現場より切り出し、恒温槽
で温度を上げると、設計値より低い温度約70℃で剥離し
た。（写真-8の挿入写真）屋根表面の温度は80℃以上に
も上昇することが分かっており、台風に伴う強風を受け
る以前に既に剥離していたと思われる。

強風被害のうち飛散物の衝撃による建築物の被害は過
半に達すると云われるほど多い。飛散物による被害は外
壁や開口部の破損とそれに続く室内への漏水被害、およ
び破損部分からの圧力の伝播による室内圧の上昇が引き
起こす外装材の脱落・剥離や構造骨組の損傷がある。写
真-9は飛散物による住宅の被害である。飛散物には瓦、
スレート、サイディング、木の枝などがあり、飛散距離
は数mから数十mに達する。
高層建築物の屋上から脱落した飛散物はより遠くに飛

写真-6 瓦棒ふき鉄板屋根の熱伸縮による強風被害

写真-7 屋根ふき材の熱伸縮も原因の一つと考えられる山口情
報芸術センターの被害（山口大学藤川氏提供）

写真-8 防水シートの被害。固定部の接着剤が熱剥離していた
ことが原因。（大牟田市内の工場）

写真-9 飛散物による被害（宮崎気象台提供）
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散し、大きい運動エネルギーを持つ攻撃体となる。写真-

10は2005年のハリケーンKatrinaの強風によって隣接し
た高層建築物の屋上から飛散した砕石の衝突によるニュ
ーオリンズ市内のハイアット・リージェンシー・ホテル
の窓ガラスの破損被害である3）。屋上スラブ上の断熱材
の浮き上がりを防ぐ目的で砕石を敷設するこの工法はわ
が国では採用されていないと思われるが、高層建築物の
屋上からの飛散物は、それが小さい物であっても、ガラ
スを破損させるだけの破壊力を有する。
飛散物による被害を防ぐ第一の方法は飛散物を発生さ

せないことで、それは建築物の各部にわたって入念な耐
風設計を行うことに他ならない。写真-2に示した滋賀県
のホテル屋根の飛散に対し、JRは建築主に損害賠償を請
求し、1億5千万円の支払命令判決が出された。このよう
に今後、飛散物を発生させた側の責任が問われる事態は
多く生じると思われる。
第二の方法は飛散物を受ける側で建築物を防御する方

法である。雨戸やシャッターは飛散物から開口部を防御

するための優れた設備であるが、わが国ではこれらの防
御システムを設計に取り入れるための研究はこれまでに
なされていない。飛散物を受ける建築物がまったく無傷
であることは不可能であるが、防御システムは居住者の
人命を守り負傷を避けること、および建築物の一部の損
傷が重大な被害に至らないことを目的とする。したがっ
て、防御システムは飛散物を外壁や開口部を貫通させな
いことが基本的な要求性能である。

USAでは、飛散物の衝撃に対する防御システムの性能
を評価するための試験方法を規定している。ASTM

E1886は、鋼球と木材を飛散物に代表させ、それらを高
速で建材に衝突させて、その後建材に圧力を加えて建材
に大きな開口が生じず脱落しない性能を確認する試験方
法である。写真-11はテキサステック工科大学の飛散物
発射装置を示す。また、要求される耐飛散物衝撃性能の
標準仕様を決定する基準ASTM E1996も決められてい
る。
飛散物の衝撃に耐える建材としては、積層ガラスや開

口部に取り付けるシャッターなどがある。これらの建材
の耐飛散物衝撃性能を確認して認定し、避難所や病院な
どの地域の安全を守る重要施設に使用する基準作りを始
める必要がある。
飛散物の衝撃に耐える建材の性能はわが国では規定さ

れておらず、要求されていないが、強風被害を軽減する
ためには耐風設計の中に組み込むべきである。現在の耐
風設計には防御の考えはないので、USAの規格をそのま
ま輸入してもわが国の耐風設計に適用できない。まず重
要な建築物を指定して、それらに要求される性能を明確
にして、飛散物に対する防御システムを設計に組み込ま
なければならない。

写真-10 ハリケーン・カトリーナによるニューオリンズ市内の
高層ホテルの窓の被害（部屋では、飛散してガラスに
衝撃を与えた砕石が見つかった）。

写真-11 飛散物発射装置（テキサステック工科大学提供）
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５．強風被害の低減に向けて
近年の台風被害が設計風速に至らない風で外装材に多

く発生していることから、建材・部材の耐風性能を的確
に評価する必要がある。そのためには要求性能を明確に
すること、および性能確認のための適切な試験を実施す
る必要がある。
5．1 外装材の要求耐風性能
外装材における耐風性能の要求は、建築基準法施行令

第39条に「屋根ふき材、内装材、外装材、帳壁その他こ
れらに類する建築物の部分及び広告塔、その他建築物に
取り付けるものは、風圧並びに地震その他の振動及び衝
突によって脱落しないようにしなければならない。」と
決められている。この規定に対して、個々の外装材は満
たすべき性能を明確にする必要があろう。西山氏4）は、
外装材の要求性能について次のように考えてはどうかと
提案を行っている。

① 稀に発生する暴風に対して非構造部材は無損傷
とする。

② 極めて稀に発生する暴風に対して非構造部材が
脱落しない，ただし，構造躯体が暴風時に大き
く塑性変形する場合は除く。

西山氏の提案は、建築基準法の適用において、重要な
点を指摘している。つまり、建築物構造骨組の設計にお
いては、使用限界状態と安全限界状態の二つのレベルに
おいてそれぞれの要求性能を満たすことが要求される。
超高層建築物においては告示第1461号において、施行令
第87条に示された風速レベル（レベル1）で構造耐力上
主要な部分に損傷が生じないこと、及びその風速の1.25

倍の風速レベル（レベル2）で建築物が倒壊・崩壊しな
いことが求められている。外装材については明確な規定
はないが、外装材が脱落した状態では構造骨組の設計に
仮定した風荷重と異なる風荷重で構造骨組を設計しなけ
ればならないことは明らかであり、外装材についてもあ
る程度の健全性が要求されるのは当然である。「無損傷」
と「非脱落」の定義は外装材の種類ごとに異なると思わ
れるが、共通認識の得られる耐風性能を明確にすべきで
ある。
ここで、一部に誤解があると思われる再現期待値につ

いて触れておく。強風は自然現象であり、発生する風速
は確定的ではなく、確率で表され、設計風速は再現期間
を用いて表現されている。建築基準法に定められた設計

風速は50年再現期待値を想定している。つまり、再現期
間は50年である。この再現期待値を「ある再現期間（例
えば50年間）に発生する最大の風速（したがって、この
値以上の風は発生しない）と誤解している人がいるが、
これは間違っている。
再現期間は図-4に示すように、ある風速を超え、次に

その風速を超えるまでの期間の平均値である。つまり、
再現期間 Tは式（1）で表される。

（1）

ここで、超えるかどうかの基準の風速 Vが再現期待値
であり、その値を超えるとは言っているが、どれほど超
えるかということは問題にしていないことに注意する必
要がある。再現期間は再現期待値が発生する平均のイン
ターバルであることから、「再現期待値は再現期間にほ
ぼ確実に発生すると考えられる値」と理解されるべきで
ある。

建築物の供用期間 n年中に再現期間 T年の期待値を超
えるイベントが発生する確率 Pは次の式（2）で表され、

（2）

建築物の供用期間 n＝50年間に再現期間 T年の期待値
を超過する確率は表-7のように計算できる。

（　　）　

図-4 再現期待値の概念

表-7 再現期間Tとその期待値の超過確率（供用期間50年間）
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表-7から、建築物の供用期間50年間に50年再現期待値
を超える確率は63％もある。ほぼ確実に発生すると考え
られる値と言った意味がお分かりであろう。500年再現
期待値でも50年間の供用期間内に約10％の超過確率があ
る。したがって、建築基準法の設計風速で計算される荷
重を適用さえしていれば絶対安全ということではないの
である。建築基準法は最低基準であるから、これを用い
て計算される荷重は安全性を確保するための最低荷重と
理解すべきである。構造骨組におけるレベル1の暴風は
50年再現期待値を、レベル2の暴風は500年再現期待値を
それぞれ想定している。それらは一般の建築物が遭遇す
る可能性の高い暴風であることを念頭に置いて、西山氏
の提案を参考にして要求性能を決定する必要がある。な
お、外装材のレベル2の暴風の再現期待値を構造骨組の
再現期待値と異なる値に設定する正当な理由は見当たら
ないが、外装材の再現期待値を構造骨組の値より小さく
していることがある（例えば、日本板硝子協会では200

年再現期待値を推奨している）。今後、再現期待値につ
いて十分な議論とコンセンサスが必要である。

5．2 性能確認試験
性能確認のための試験にとって重要なことは、適切な

試験方法を採用することである。試験結果は採用された
試験方法によって左右されるからである。建材やその支
持部材の強度確認のための試験では、実物の破壊モード
を再現することが重要である。しかし、試験装置や試験
体の制約のために完全な破壊モードの再現は実際には困
難で、実際の破壊モードを模擬するには力学的な知識を
要する。試験方法を決定する際には、以下の点に注意し
て、関係者間で合意する必要がある。
強風被害は外装材の材料そのものではなく、材料と構

造骨組との接合部で生じていることが多いので、接合強
度が適切に評価されなければならない。接合部が弱点で
ある場合、構成材料だけの試験では、性能が過大評価さ
れることになる。弱点部が予測できない場合は、外装材、
接合部および下地を含む外装システム全体を試験体と
し、実際に近い荷重として風圧を載荷することが望まし
い。接合部や支持部材のスパンを実物と等しくすること
は重要である。支持スパンが実物と試験体とで異なる場
合は、外装システム各部に伝達される力の大きさが異な
るだけでなく、発生する変形量や局部応力度が異なり、
実物と違った破壊モードと強度を示すことになる。破壊

モードが異なる場合は、試験結果について支持スパンの
差異などを補正できないのは当然である。
試験結果のばらつきにも注意を要する。一般に破壊強

度のばらつきは大きいので、破壊強度の平均値は意味を
成さないことがある。注目すべきは強度の最小値である
べきで、十分な数のサンプルで強度の確認をする必要が
あるが、弾性範囲でばらつきが小さい場合には許容耐力
として弾性限界の平均値を用いてもよい。
外装材の性能に西山氏の提案を採用する場合、典型的

な試験結果の利用について述べておく。試験で荷重（強
度）－変形曲線が図-5のように求められると、（a）ではほ
ぼ弾性域が定義できるが、（b）では弾性域が定義できない。
図-5（a）の場合は外装材の許容耐力 Fcはほぼ弾性域とみ
なせる限界の強度を選択すればよい。コンクリートの例
を参考として、Fcの値を初期剛性の1/3の傾きまで変化し
た点を許容耐力とする方法でもよい5）。材料強度 Fmaxと許
容耐力との比 SF=Fmax／Fcが安全率となる。荷重が除荷さ
れた後、初期剛性の直線に従って荷重がゼロになったと
きの変位量δが残留変位量となる。レベル1では外装材に
損傷を許さないので、この残留変位量が許容できるかど
うかで許容耐力が決定されるが、許容の程度は個々の外
装材で異なる。残留変位量が許容されない場合はさらに
小さい強度を許容耐力とすべきである。残留変位量の大
きさだけでそれが許容できるかどうかの判断ができない
場合は、耐風性能以外の性能、例えば防水性能試験を行
って、それらの性能が維持できることを確認すればよい。
図-5（b）は種々の部材や部材で構成される外装システ

ムに多く見られる例で、弾性域が明確でない。この場合、
最大強度の1/2または1/3の強度を許容耐力とすることが
多い。この場合の安全率は2または3であり、残留変位量
δが許容されるかどうかで、許容耐力が決定されるのは
（a）の場合と同じである。

図-5 代表的な外装材の荷重－変形曲線
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レベル2は、構造骨組に崩壊しない性能が要求され、
外装材は脱落しないことが要求されるレベルであるの
で、外装材に大きい残留変形が生じること、また外装材
の機能が維持されることまでは要求されない（もちろん、
残留変形が少なく、機能が維持されることが望ましい）。
レベル2の荷重に対して外装材が脱落しないためには、
取り付け部を含む外装システムの面内変形追従機構がう
まく機能するとともに、風圧による面外方向の最大強度
がレベル2の荷重よりも大きい必要がある。レベル1の荷
重とレベル2の荷重がそれぞれ50年と500年の再現期待値
を想定したものであるとすると、両者の荷重の比は1.56

になるので、許容耐力に対する最大強度の比は1.56以上
なければならない。つまり、ここで言う安全率は1.56以
上必要なことになる。なお、安全率の定義は統一されて
おらず、信頼性指標が望ましいという議論もある。ここ
では、安全率をレベル1とレベル2に要求される耐力の比
と定義していることになる。
なお、最大強度 Fmaxはばらつきが大きいので、平均値

ではなく、最小値を採用しなければならない。試験では
限られた数の結果しか得られないので、統計的に推定さ
れた最小値を採用することが望ましい。サンプリング理
論に基づく最小値の推定は、最大強度の分布をスチュー
デントの t分布に近似して、不偏標準偏差と仮定した信
頼水準から求めることができる。不偏標準偏差σは式（3）

で与えられる。

（3）

ここで nは試験に用いたサンプル数で、推定最小値Xmin

は、Xmin＝X－kσで表される。kは t値で、信頼水準95％
とすると、サンプルの個数 nによって表-8の値をとる。

なお、試験結果から得られる許容耐力には経年劣化に
よる耐力低下は含まれていない。経年劣化の効果が無視

できない場合には、これを含めて耐力を決定するか、使
用期間を決定し、それを過ぎるとメンテナンスを行って
耐力を回復するための補強または取替えが必要となる。

６．おわりに
過去に甚大な被害を発生させた台風をレビューし、台

風の脅威を再確認した。ハリケーン・スケールを用いて
台風を表すとカテゴリー5で上陸した台風は、室戸台風
と枕崎台風であることが分かった。これらの巨大台風が
襲来したのは今より約60年前と70年前のことであった。
建築基準法で設計風速として用いられている50年再現期
待値はこれらの巨大台風に伴う非常に強い風より小さい
と考えられる。また近年の最大級でない次級の台風によ
って強風被害に対する損害保険支払額は増加の傾向にあ
り、来るべき巨大台風によってもたらされる被害に対す
る損害保険支払額は膨大なものになる恐れがある。
近年の台風被害では、風荷重を考慮していなかったこ

と、日射による熱伸縮の影響など風荷重以外の要素で外
装材の強度が低下していたこと、飛散物などが原因であ
ったものがある。前哨戦ともいうべき次級の台風被害か
らの教訓をできる限り活かして巨大台風に備える必要が
ある。
強風時の人的被害については、気象予測と情報伝達技

術の進歩により劇的に減少した。しかし、強風の力を軽
んじた無謀な行動による被害がなくならないのは残念と
言わざるを得ない。自然の力に対する正しい知識を情報
として発信する必要がある。

【参考文献】

1）日本建築学会：2004年の強風被害とその教訓―強風被害が残
したもの―，2006.3．

2）日本風工学会風災害研究会：2004年の強風災害に関する調査
報告書，2005.5．

3）西村宏昭，長尾文明：ハリケーン・カトリーナの被害調査，
GBRC，Vol.31，No.2，2006.4．

4）西山功，非構造部材の地震・風被害の軽減に向けて，主題解
説（3）現行の規基準類，2007年度日本建築学会特別研究委員
会研究協議会資料，2007.8．

5）時野谷浩良，非構造部材の地震・風被害の軽減に向けて，主
題解説（5）メカニズム・実験例（屋根），2007年度日本建築学
会特別研究委員会研究協議会資料，2007.8．

（　　　）　

表-8 信頼水準95%の t値


